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モンゴル国は人口281.16万人で、平均寿命は68歳の国である。近年母子保健活動の普及により、乳幼児や若
者の死亡率は著しく低下したが、生活習慣病の罹患、死亡率の高いことが大きな課題である。特に地方からの
移住者が暮らす市内のゲル地区は貧困率も高く生活上の課題も多い。その中で疾病の予防活動の重要性は高い。
そこで2013年から JICA 草の根技術協力事業（地域提案型）を３年間実施することとなった。初年度はウラン
バートル市バヤンゴル区第11、23ホローを対象に、住民の生活と家族保健センターの活動実態を把握し、保健
師活動を紹介することを目的に事業を行った。その結果、地域の特徴を捉えた上で、住民の生活実態を把握す
ること、強みを生かした支援を考えること、またポピュレーションアプローチの導入等新たな取り組みが必要
ではないかと考えた。

	【キーワード】モンゴル国、ゲル地区、家族保健センター、生活習慣病予防、独立行政法人国際協力機構（JICA）

モンゴル国の保健活動と
JICA草の根技術協力事業専門家派遣活動

近藤明代１）　井上智之２）　小山あつこ３）

Ⅰ．はじめに
　1997年、北見市、日本赤十字北海道看護大学、北
見工業大学、北見医師会などオホーツク圏域の地域
産業を支える産学官21団体で北見国際技術協力推進
会議が設立された。当推進会議は、地域の活性化に
影響する技術研修を主体に、国際協力活動を推進す
る組織であり、設立以来寒冷地における地域医療と
保健衛生等様々な国際協力事業を展開してきた。
　2013年からはモンゴル国において JICA 草の根技
術協力事業（地域提案型）を、３年かけて実施する
こととなった。初年度は、対象地域の住民の生活や
健康意識、家族保健センターの活動を把握し、北見
市の保健活動を紹介した。

Ⅱ．本プロジェクトの概要
１．本プロジェクトの目標
　目標は、疾病予防を中心とした地域保健活動と保
健師の役割を理解すること、地域保健活動を行う人

材を育成すること、ゲル地区住民が生活習慣病の知
識を習得し、健康づくりに対する意識を高めること
である。

２．対象地域
　主にウランバートル市バヤンゴル区第11、23ホロ
ー（区を構成する地区の単位）とその地区を管轄す
るゴロワンサンチル（Gurvan Sanchir）家族保健セ
ンターで活動し、JICA モンゴル事務所とウランバ
ートル市役所、モンゴル健康科学大学看護学校を訪
問した。

３．期間
　2013年９月９日～９月19日

４．活動内容
１）JICAモンゴル事務所
モンゴル国やウランバートル市の特徴、特にゲル
地区の特徴と活動時の留意点についての説明を受け
た。

１）日本赤十字北海道看護大学　　２）北見国際技術協力推進会議（北見市市民環境部市民活動課）　　３）北見市保健福祉部健康推進課
（2014.3.27受理）

【資　　料】

【要　　旨】
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２）ウランバートル市役所
　保健部長からウランバートル市民の健康課題と社
会保健師の養成に関する内容の説明を受けた。
３）ゴロワンサンチル家族保健センター
　スタッフの協力を得て下記の活動を実施・見学し
た。実施後は報告会を行い、保健活動や住民の特徴
について意見交換を行った。
（１）家族保健センターの見学
（２）地域住民の生活や家族、健康に対する意識、

地域活動を知るための住民へのインタビュー
（３）新生児・乳児を育てる家庭と生活習慣病や障

がいを抱える成人の家庭訪問への同行
（４）看護師が実施する離乳食教室の見学
（５）日本の保健師の役割と北見市の保健活動の紹介
４）モンゴル健康科学大学看護学校
　学長と副学長、保健師養成課程の準備をしている
教員等と意見交換し、モンゴル国における社会保健
師の活動とその養成について説明をうけた。

Ⅲ．結　　果
１．モンゴル国の概要
１）モンゴル国の行政区
　156.4万㎢、日本の約４倍の広さのモンゴル国は、
21のアイマグ（日本の県）と１つの首都特別行政区
（ウランバートル市）を持つ。アイマグは329のソム
（日本の郡）、1,568のバグ（日本の村）に細分化さ
れる。ウランバートル市は９区に分かれ、各区は複
数のホローから成り立っている１、２）。
２）歴史
　1911年の辛亥革命時に清朝から独立し自治政府を
樹立した。そして1921年には世界で２番目の社会主
義国としてモンゴル共和国を建国したが、1990年に
民主化政策へ転換した。1992年には民主主義国家と
しての新憲法を制定し、国名をモンゴル国とした２、３）。
３）経済状態
　1990年の市場経済化により、激しい物価高や失業
者の増加等、社会的な混乱が生じたが、その後の経
済は順調に発展した。さらに豊富な鉱物資源の開発
により、今後さらに成長する国として注目されてい
る３、４）。しかし、住民の約４割が貧困層という問題
も抱えている。
４）人口
　1990年以降、人口増加率は低下を続けたが、ここ
数年の経済発展に伴い、出生率は上昇し、2010年は

1.8％となっている１）。2011年の人口は281.16万人
で、年少人口が28％、老年人口が４％、中央人口は
26歳で、人口の５割が24歳以下という若い国である
５）。
　人口の６割以上が都市部に集中し、中でも首都で
あるウランバートル市には人口の約４割が生活して
いる。ウランバートル市には、教育や医療面の他に
も重要な機能が集中するため、首都の人口流入は続
いている４）。 
　格差の拡大は都市部と地方間だけでなく、移住者
が多いゲル地区と市内中心部にも存在している。特
に移住者の課題としては、社会保障サービスの対象
外となる未登録者が多いことである。
５）生活と環境
　生活環境は改善されつつあり、2011年の安全な水
源を利用する人の比率は85％（1990年では54％）で
あるが、都市部の97％比べて農村部は49％と低い５）。
　今回訪問したゲル地区でも、電気は通っているが、
上下水道は未整備で、水は水キヨスク（簡易給水場）
で汲む等、基礎的インフラが未整備だった。
　その他にはゴミの投棄、日中の交通渋滞や排気ガ
ス等の環境問題がある。その中でも深刻なものは、
多く住宅で使用する石炭が原因となっている冬期間
のウランバートル市内の大気汚染である６）。
　現在、その解決策として、政府はゲル地区に高層
住宅を建て、大気汚染を改善する計画を進めている。
６）教育
　15歳以上の識字率は97％で、2005～2011年の小学
校最終学年まで残る比率は男性99％、女性98％であ
る５）。2010年の一人当たりの GDP は194ヶ国中137
位だが、それに比べ人間開発指数は100位と高い７）。
これは人口の４分の１が遊牧民で人口密度が低い状
況においても、初等・中等教育が広く普及している
ことを意味し、モンゴル国が教育を含めた社会開発
を重視してきた結果と評価されている８）。
　義務教育は12年で、初等教育６年、前期中等教育
３年、後期中等教育３年となっている。また、就学
前教育として、０～２歳児の託児所、３～５歳児の
幼稚園があり、これらの費用も国家負担となってい
る。
７）食生活、嗜好品
　パン等の小麦製品が主食の中心で、羊肉をよく食
べる。摂取する野菜は馬鈴薯と人参が主で、葉物野
菜や果物は少ない。味付けは塩味が中心である。こ
の様な食生活と、ウォッカを中心とした飲酒習慣等
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が、生活習慣病の罹患者の増加に影響している。そ
の一方で、アーロール（ミルクを発酵させ乾燥させ
たもの）や、アイラグ（馬乳酒）等、様々な乳製品
があることも特徴のひとつである。
８）健康状態
　モンゴル国は老年人口が低いため、粗死亡率は日
本と比べると低いが、出生率や乳幼児に関する死亡
率は高い（表１）。1990年と2011年を比較すると、
10前後だった粗死亡率は、6.6に低下している５）。
この低下は主に乳幼児や20歳未満の死亡状況の改善
によるもので、妊産婦・乳幼児の健康診査や予防接
種等の母子保健活動の成果とみられている４）（表２）。
　1990年に63歳（男性59歳、女性64歳）だった平均
寿命は2011年には68歳（男性64歳、女性73歳）にな
ったが、60歳以上の平均余命は両年とも17年（男性
15年、女性19年）と改善はない５）。現在の課題は、
生活習慣病の罹患者の増加である。
　人口10万対の死亡率は男性868（日本337）、女性
569（日本178）である。死亡原因は１位が循環器疾
患で234.2（日本155.1）、２位が悪性新生物で129.1
（日本279.7）、３位は事故・外傷で100.3（日本55.6）
である１）。疾病毎の入院・外来の患者数も、肥満、
高血圧、高血糖の有病率も高い（表３、４）。
　2010年のウランバートル市の悪性新生物による死
亡は人口10万対160.63であり、肝臓がん・胃がん・
子宮頸がん・肺がん・食道がんが多い。そのうちの
80％がかなり進行しており、５年生存率は21.7％で
ある９）。この点からも、１、２次予防の意識向上が
求められる。

表１　日本とモンゴル国の比較（2011年）

出生率 合計特殊出生率 粗死亡率

モンゴル 23.3 2.5 6.6

日本 8.3 1.39 9.9

乳児死亡率 妊産婦死亡率 ５歳未満死亡率

モンゴル 26 63 31

日本 2.3 3.8 3

出典）World Health Statistic 2013

表２　1990年と2011年の乳幼児の健康状態の比較

新生児死亡率 乳児死亡率 ５歳未満児死亡率

1990年 27 76 107

2011年 12 26 31

出典）World Health Statistic 2013

表３　疾病毎の入院と外来の患者数の比較
人口１万対（モンゴル2011年、日本2008年）

高血圧症 虚血性心疾患 脳血管疾患

入院 外来 入院 外来 入院 外来

モンゴル 135.0 311.8 101.7 178.7 15.8 18.5

日本 0.7 47.1 1.5 5.3 15.6 9.4

肝硬変 慢性肝炎 アルコール性肝炎

入院 外来 入院 外来 入院 外来

モンゴル 41.7 49.4 28.8 40.8 1.3 1.8

日本 0.3 0.6 0.1 1.0 0.1 0.4

ウィルス性肝炎 結核 糖尿病

入院 外来 入院 外来 入院 外来

モンゴル 56.5 52.7 16.1 14.3 12.4 36.7

日本 0.3 4.3 0.4 0.2 2.0 14.7

胃がん 子宮頸がん 乳がん

入院 外来 入院 外来 入院 外来

モンゴル 6.3 15.2 2.5 11.1 3.7 9.9

日本 1.3 1.7 0.2 0.2 0.9 3.2

出典）国民衛生の動向2012／2013、
　　　モンゴル国保健センター情報収集・確認調査報告書

表４　2008年の肥満、高血圧、高血糖の有病率の比較

20歳以上の
肥満者

25歳以上
高血圧の有病率

25歳以上の
空腹時高血糖の
有病率

男性 女性 男性 女性 男性 女性

モンゴル 11.9 20.7 44.8 32.9 10.9 8.9

日本 5.5 3.5 26.4 16.7 7.2 4.7

出典）World Health Statistic 2013

　実際、家族保健センターの所長から「病気になっ
たら医療機関を受診すればよい」「春になると冬の
疲れをとるための点滴を希望する患者が増える」等
の住民が多いという説明がされた。
９）保健行政と保健政策
　保健行政は、中央に「保健省」と「保健実施庁」
があり、各県とウランバートル市には保健局がおか
れている。保健省は年間計画である Policy Annual 
Action Plan of Ministry of Health を策定し、各県の
保健局がこれを基に年間計画を策定している10）。
　2011年５月に新保健法が国会で承認され、生活習
慣病への対応、予防中心の医療サービスへの転換を
めざした保健医療制度がすすめられている。実際に、
2007年から政策「健康なモンゴル人」で行っていた
健康診査を、2012年からは高血圧や糖尿病の予防に
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焦点をあて40～64歳を対象に実施し、同時に30～60
歳の女性検診も推進することとなった。
　ミレニアム挑戦基金（MCA）も、塩分の過剰摂取、
高血糖、高血圧の予防や診断と管理の支援をしてい
る。
10）保健医療施設と家族保健センター
　保健医療施設は１～３次保健医療施設に分類され、
リファレル・システムがとられている10）（表５）。
　１次保健医療施設である家族保健センターには、
基本的にＸ線や臨床検査施設はないため、問診を中
心とした初期診断が行われている。そして必要に応
じて高次保健医療施設への紹介が行われる。内容は
妊婦・子ども・高齢者・がん患者・感染症罹患者・
非感染症患者の把握、妊産婦や乳幼児の健診や家庭
訪問（乳児は毎月、５歳未満児は３ヶ月に１度）、
予防接種とビタミンＡとＤの配布、60歳以上の高齢
者・寝たきり患者、がん患者への訪問診療、住民へ
の保健教育、緊急時の往診等である。また伝統医療
を行うところもある９、10）。
11）健康保険と年金の制度
　1994年から健康保険法が施行されている。被雇用
者、自営業者は収入に応じて保険料を支払い、遊牧
民や学生達は一定額を支払う保険である10）。２歳ま
での乳幼児を育てる母親、兵役中の兵隊、年金受給
者、16歳未満の児、貧困者の保険料は国が全額負担
しており、貧困者には医療カードが配布され、健康
保険の自己負担分はカバーされている10）。また、健

表５　１～３次保健医療施設の種類

ウランバートル市 県

３次保健
医療施設

総合病院
専門・医療センター

地方医療センター

２次保健
医療施設

地区病院（地区保健セ
ンター含む）

県総合病院
へき地総合病院

１次保健
医療施設

家族保健センター
家族保健センター
ソム保健センター
インターソム保健センター

出典）モンゴル国保健センター情報収集・確認調査報告書

康保険に関係なく無料で提供されるサービスは妊婦
と生後14日以内の新生児に関する検査や治療、公立
の保健医療機関で行われる小児への保健サービス、
予防接種と感染症治療等であり、これらは住民登録
者を対象としている10）。
　老齢年金の支給は男性60歳、女性55歳以上である
が、４人以上出産した女性は50歳以上である４）。
12）保健医療職の数とその養成
　医師数は多いが地方では医師不足であり、医師補
や看護師が対応している状況もある。遊牧地区では
今でも伝統医療を求める傾向があり、伝統医療を行
う医師教育も６年で行われている10、11）。
　看護師数は日本の約40％であり、モンゴル国でも
看護師不足と、その養成が課題となっている（表６）。
　看護師教育は、１年教育のAssistant Nurse と、３
年教育のDiploma Nurse、学士教育のBachelor Nurse
があり、Diploma Nurse 課程の優秀者が Bachelor 課
程に進学し、Bachelor Nurse の資格を取得すること
も可能である。卒業後には資格試験があり、合格者
には６ヶ月～１年間の研修を行うシステムがある。
また卒後教育は、保健省と職場で計画的に実施され
ている11）。

２．ゴロワンサンチル家族保健センターでの活動
１）バヤンゴル区第11、23ホローの特徴
　バヤンゴル区はウランバートル駅から北に１㎞の
ところに位置し、23のホローからなっている。その
うち21ヶ所には家族保健センターがある。ゲル集落
のみのホローは３ヶ所であり第11ホローもその１つ
である。
　ゲル地区には戸建ての個人住宅とゲルが混在して
いる。地方からの移住者は、当初ゲルを据えつけ、
その後木造住宅、煉瓦の住宅へと建て替えるため、
現在の町並みができた。
　2012年の第11、23ホローの人口は14,163名で、
3,077世帯、15歳以下の子どもは24.4％、55歳以上
の高齢者は7.2％である。貧困者・貧困世帯数はモ
ンゴル国の平均よりも高く、約５割を占める。
　健康調査によると動脈性高血圧の罹患者が一番多
く、次いで呼吸器系疾患、循環器系疾患となってお
り、呼吸器系疾患には大気汚染が影響していると報
告されている。家族保健センターの利用者の約６割
が動脈性高血圧と循環器系の罹患者である。
　死亡原因としては、循環器系疾患が55％、悪性新
生物が25％、肝臓疾患が７％で、事故での負傷によ

表６　医療職の数の比較
（人口10万対　2010年）

医師 薬剤師 看護師 助産師

モンゴル 269.6 42.3 330.1 25.1

日本 230.4 215.9 744.0 23.2

出典）‌�MONGOLIAN STATISTICAL YEARBOOK2010
　　　国民衛生の動向2012／2013
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KIP21-27 14-4近藤_モンゴル国の保健活動と_CS4.indd 24　� ＰＤＦ作成日時　2014/08/04 09:08:51



日本赤十字北海道看護大学紀要　第14巻　2014

25

るものが10％である。これらには塩分やアルコール
の過剰摂取等が大きく影響していると分析されてい
る。
２）ゴロワンサンチル家族保健センターの活動
　第11、23ホローの１次保健医療を担う機関がゴロ
ワンサンチル家族保健センターである。医師６名、
看護師５名、助手４名、会計１名の職員が、１日約
200名の診療や健康相談を行っている。その内容は
医療活動と社会的な支援活動に分類されている。医
療活動は、外来診療、妊産婦や乳幼児、高齢者、が
ん患者への訪問診療、リハビリ、緩和ケア等であり、
社会的な支援活動は、住民への健康教育等である。
　同敷地内または建物内に区役所があるが、両者の
行き来はあまりないようである。
３）インタビューから捉えた住民の特徴
　高血圧や糖尿病の患者、妊婦や子育て中の母親等、
住民13名にインタビューをした。
　住民の多くは体調を崩してから受診し、生活改善
の必要性を感じ、食事制限やウォーキングを心がけ
るようになった。食事制限としては「脂っこいもの
を控える」が多く、「減塩」をあげる者はいなかった。
中には、野菜の摂取を心がけている住民もいたが、
モンゴル国では野菜は高価な食材であるため、最近
店頭に並ぶ野菜の種類が増えたといわれるが、ゲル
地区の貧困家庭にとっては、思うように摂取できる
食材ではない。
　住民の共通点は、家族のつながりの強さであった。
ひとり暮らしの祖母の家に孫が同居したり、同じ敷
地内に親戚や子ども家族が暮らす等、常に家族の見
守りがされていた。
　19歳の妊婦は、出産・育児に対する不安を持って
いなかった。モンゴル国では10代の妊娠・出産は珍
しくないこと、そして家族や親戚のサポート体制の
存在が大きく影響していると感じた。
　住民のコミュニティ意識の希薄さは、コミュニテ
ィを形成しない遊牧民の気質だと説明を受けた。し
かし、インタビューをした住民は、一緒に運動をす
る仲間を求めたり、同じ課題を抱えた人たちの集ま
りに関心を示す等、交流の機会を求めていた。
４）ボランティアの活動
　各ホローの区長が地区担当ボランティアを任命し
ている。ボランティアの役割は世帯調査や社会福祉
サービスの周知、紹介等だが、家族保健センターと
の連携はないようだった。
５）家族保健センターの活動への同行と教室の見学

　家族保健センターの医師、看護師と共に乳幼児、
生活習慣病や脳血管疾患罹患後の療養者、障がい者
等８件の家庭訪問を行った。訪問では、まず体調確
認を行い、生活のしかたや子育ての方法を詳細に伝
えていた。
　対象者から質問や悩みがほとんど語られないこと
が気になったので質問した。回答は、頻繁な関わり
と詳細な保健指導の成果であること、不安への対応
は基本的に家族の役割と認識されているというもの
であった。
　医師と看護師は、家庭訪問等で頻繁に地域に出向
くため、移住者を含めた住民の情報は詳細に把握し
ていた。住民も家族保健センターを信頼している様
子が窺え、家族保健センターが地域に密着した機関
であることが理解できた。
　見学した離乳食教室では、看護師が調理方法を説
明しながら離乳食を作り、その後参加者がそれを試
食していたが、意見交換等は行われてはいなかった。
６）家族保健センターの取り組み
　今回、北見市より自動血圧計が家族保健センター
に提供された。家族保健センターでは、早速血圧計
をロビーに設置し、受診者が測定を行っていた。今
後、日本の血圧手帳を参考に、モンゴル版の血圧記
録用紙を作成し、活用する予定となっている。
７）日本の保健師の役割と北見市の保健活動の紹介
　保健師の役割と北見市の生活習慣病予防の教室活
動を含めた保健活動の実際を紹介し、それを基に意
見交換を行った。モンゴル国には１次予防を中心に
行う保健施設がないため、そこで活動する保健師の
役割と保健センターに関する質問が出された。
　また、教室活動の紹介後は、その教室における保
健師の役割と他職種との連携について理解を深めた
後、実際ゴロワンサンチル家族保健センターで行っ
ている教室活動と比較をしながら、今後の取り組み
について考えた。その結果、モンゴル国では運動不
足の住民が多いため運動を推進することと、当事者
が積極的に学習できる教室の必要性について意見が
出された。

３．モンゴル健康科学大学看護学校の訪問
　モンゴル健康科学大学には Diploma Nurse コー
スと Bachelor Nurse コースで看護師を養成してい
るが、社会保健師の養成は行っていない。
　学長はモンゴル国の医療保険改善のプロジェクト
チームの一員であることから、モンゴル国の保健医
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療に関する課題について話がされた。現在モンゴル
国は医療制度や医療保険制度の改革、行政、保健医
療、社会福祉等の住民サービスを提供する各機関の
連携、住民の健康意識の改革が今後の課題であると
捉えていた。

４．社会保健師の活動とその養成
　2011年の新保健法では保健師の設置がうたわれて
いるが、具体的な活動については述べられていない。
昨年までゴロワンサンチル家族保健センターで就業
していた社会保健師は、研修会の企画・実施、健康
情報の啓蒙や社会調査を行い、政府が掲げた政策の
推進、医師や看護師のマネジメントを役割としてい
た。
　学士課程で行う教育内容は大学によって異なる。
国立大学では個人への保健指導を中心とした予防活
動が教育され、私立大学では環境づくりに注目した
予防活動が中心に教育されている。保健医療に関す
る科目の履修は必須だが、看護師免許の有無は問わ
れていない。
　他に、医師補や看護師に３～４ヶ月間の教育を行
う課程もある。しかし、地域で求められる保健活動
を展開するには、現在の教育期間と内容では不十分
であり、モンゴル健康科学大学看護学校では、現在
看護師免許取得者を対象に１年コースで保健師の養
成を行う準備を保健省と進めているところだった。

Ⅳ．考　　察
１．歴史、風土、文化、経済状況を基に捉える生活
　「病気になったら医療機関を受診すればよい」と
表現されるように、予防意識と保健行動には課題が
ある。所長からは「保健サービスは国家が提供して
くれるもの」という1990年以前の価値観が残ってい
ると説明を受けた。このことからも、住民の価値観
と行動を理解するためには、その地域の歴史も含め
た環境を把握することが必要であることがわかる。
　低収入の家庭では、野菜の購入が家計の負担にな
ること、安価で酔いやすい理由からウォッカを飲む
人達が多いこと等、貧困が健康に大きく影響を与え
ている現状があった。その地域の風土、文化と同時
に、経済状況も含めた支援を考え、誰もが健康で暮
らせる地域をつくる政策をすすめることの必要性を
再認識した。
　今回の活動において、家族のつながりが強く、コ

ミュニティが形成しにくい特徴を捉えることができ
た。移動生活を続ける遊牧民はコミュニティを形成
しない文化をもち、住居であるゲル内では常に家族
が空間を共にし、家族で様々な家族の課題を解決し
てきたことが予測される。そのことが家族のつなが
りの強さをつくってきたと考えられ、これはモンゴ
ル国民の強みである。今後は、家族のつながりを活
かした家族単位ですすめる健康づくりを展開できる
のではないかと感じた。　

２�．ヘルスプロモーションの理念に基づいた保健活
動の展開
　住民は集まりがあれば行ってみたいと語り、他の
人たちとの交流に関心を示していた。住民同士で学
びあい、力量を高めることを目指した教室活動や患
者会、グループ活動を導入することもできると感じ
た。
　家族保健センターでは熱心に個別・家族支援が展
開され、住民の信頼も厚い。この様に診療や家庭訪
問で健康問題を抱える個人の支援をしていくことも
重要であるが、人口増加と出生率の上昇、生活習慣
病の罹患者の増加等、家庭訪問の対象者は増え続け
ている。診療や家庭訪問等のハイリスクアプローチ
だけでは、支援の対象者を減らすことは難しい。健
康的な地域づくりのためには、１～２次予防を重視
したポピュレーションアプローチを積極的に導入す
ることが求められる。
　しかし、ポピュレーションアプローチを家族保健
センターのみで実施することは困難だと感じた。今
回、区役所のボランティアの存在が明らかになった。
住民の生活を支援する関係者として、家族保健セン
ターや区役所、ボランティアの他に、どの様な人達
が存在し、どの様に協働できるかを検討することも
必要だと思う。
　また、予防活動を重視した公共政策への転換やそ
れを推進するシステムが整備されると、活動は展開
しやすくなる。モンゴル国では新保健法を制定した
が、これに基づく活動がさらに推進されることが望
まれる。
　しかし、重要なことは住民の健康づくりに対する
意識と行動変容である。自分で情報を入手し、それ
を発信しながら学習を展開する経験が、健康づくり
にむけた住民の力を高めると考える。住民は仲間と
の交流に関心を持っている。その意識を大切にしな
がら、住民自身が自分の生活を振り返り、お互いに

ファイル名：� データ更新日時　2014/08/04 09:08:38
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学びあう場を提供し、支援することもできると感じ
た。
　JICA モンゴル事務所でもコミュニティ形成の意
識の向上が課題であると説明を受けたが、仲間と共
に自分の生活を振り返り、より良い生活をするため
に何が必要なのか、どの様な地域であると良いかを
考える活動がコミュニティの形成に発展すると感じ
た。
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